
三井不動産では、従来よりオフィスビル内でのロボット活用の検討を進めており、ロボットの垂直移動と水平移動を実現するため、「東京

ミッドタウン八重洲」においては自動ドアの積極的な活用に加えて、エレベーターやセキュリティドアとの通信や連携を可能にしました。これに

より、ロボットの完全自律走行が実現し、「実証実験」にとどまらない、ロボット活用の本格導入を本施設から開始します。

三井不動産グループは、グループ長期経営方針「VISION 2025」の３つのビジョンの一つとして、「テクノロジーを活用し、不動産業その

ものをイノベーション」を掲げています。

ライフスタイルが大きく変化し、多様化する時代において、不動産を「モノ」としてではなく、「働く」「住まう」「楽しむ」といった行動を起点に

した「サービス」として提供する、“Real Estate as a Service”を標榜し、この実践において最も重要で必要な手段であるデジタルトランス

フォーメーション（DX）のさらなる強化に取り組んでまいります。

DX推進の取り組み

「東京ミッドタウン八重洲」におけるロボット活用

“Real Estate as a Service”のさらなる加速へ

場内の完全キャッシュレス化

三井不動産は、決裁・会計の基幹系システムの全面刷新に取

り組み、2019年4月に新システムを導入しました。これまで部門ご

とに個別最適化されていた業務プロセスを標準化するとともに、独

立していた決裁システム・会計システムの統合化を図り、フルクラ

ウドのシステムを構築。全社業務の標準化と効率化、データ多重

入力の廃止、ワークフローの電子化などを実現することで、年間約

58,000時間の業務量が削減されることになります。

クラウド化により運用負荷の軽減や、BCP・DRの強化が実現で

きることから、今後は他の基幹システムを含むすべてのITシステム

をクラウドへ移行する計画としています。

● 特長1：全社業務の標準化と効率化を実現し、業務をシンプルに
部門ごとに異なっていた業務プロセスのすべてをシステム上で一覧化
し、管理方法を統一。

●特長2：データ連携によって作業やチェック時間を短縮し、ミスも削減
決裁書に必要な記載項目を予めフォーマット化し、決裁書に記載したデー
タを会計業務まで連動させることで、ミスを削減し、チェック時間も短縮。

●特長3：ワークフローの電子化とモバイル承認の導入により、
場所を問わない働き方が可能に

従来は紙を使用していたワークフローを電子化することで、年間約
840,000枚分の紙資料を削減するとともに、印刷・郵送・保管コストを
削減、書類管理・運用に伴う負荷を軽減。さらにモバイル承認機能を導
入し、働く場所を選ばないモバイルワークを促進。

基幹系システムをフルクラウド化し、業務効率化とモバイルワークを実現

事業変革 オフィス

事業変革 東京ドーム

働き方改革

● デリバリーロボット：オフィスビルとしては“初”の、ロボットによる
フードデリバリーサービスを提供

● 運搬ロボット：重量のある荷物を簡単
に運搬できるようにすることで、多様な
人材の就業を可能に

● 清掃ロボット：自律走行により、従来できなかった清掃業務の
完全な省人化を実現

清掃ロボット RULO-Proデリバリーロボット RICE

運搬ロボット サウザー

提供：読売新聞社

提供：竹中工務店

提供：竹中工務店

東京ドーム過去最大規模のリニューアルにおけるDX推進の一

環として、2022年3月から東京ドーム場内の「完全キャッシュレス

化」を実施しております。すべての売店、場内チケットカウンターの

みならず、スタンド内で飲食物などを販売する客席販売においても

モバイル決済端末を利用することにより「完全キャッシュレス化」を

実現しました。現金の受け渡しなどで生じる接触機会を減らせる

ことは感染対策の強化につながるほか、売店等でのお客様の待

ち時間が短縮されることも期待されます。

身軽で多彩なキャッシュレス決済により、より快適でスムーズな

お買い物やスタジアム観戦をお

楽しみいただけます。なお、場内

には「DX サポートデスク」を設置

し、初めてキャッシュレスを利用さ

れるお客様等への丁寧なサポー

トも行っていきます。

東京ドームは
完全キャッシュレス化
現金はご利用いただけません

DX  サポートデスク
COMPLETELY

CASHLESS

DX サポートデスクでは、キャッシュレスに
関するお問い合わせに対応いたします。

Before After

相手先確認
契約審査 受発注

資金予定
支払・入金確定
伝票計上

決済 押印手続 会計処理

さらに会計部門へ連携

● 全社共通のルールで業務を標準化・効率化
● データ連携により多重入力を廃止

● 個別最適化された部門ルールが存在
● それぞれバラバラにデータを入力
● オンプレミスのハードウェアを自社運用

相手先確認 契約審査

決済 押印・受発注

支払い・請求 伝票計上

資金予定

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤
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